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――MIGAは設立当初から日本人
が長官を担い、日本の投資家にとっ
て存在感がありますが、MIGAの
役割を改めて教えてください。
　MIGA は、民間企業から途上国
への FDI を推進する機関として
1988 年に設立された。メンバー
は 182 カ国・地域に上る。2011
年からは民間金融機関などの投資
家による融資の債務不履行の保証
も行ってきた。
　投資家が途上国へ投資する際、
最も懸念するのは政治リスクであ
る。政治的なリスクには、配当や
融資の返済金の兌換停止と送金制
限、国有化・収用などで事業を継
続できなくなるような政策の導入、
戦争・内乱による資産の破壊や事
業の中断、政府の契約不履行など
がある。MIGA はこれらのリスク
を保証することで投資を促進して
きた。保証を受けたプロジェクト
は、雇用創出をはじめ、水や電気
などの基礎インフラの整備、金融
システムの強化、税収確保、環境
に配慮した天然資源の活用などに
貢献している。

　私は、（株）三菱 UFJ フィナン
シャル・グループなどで海外のス
トラクチャード・ファイナンス

（仕組み金融）に携わってきた。グ
ローバルな課題を解決するために、
MIGA の役割は一層重要になって
いると実感している。

――脱炭素化のアジェンダにどの
ように対応していますか。
 　2015 年にパリ協定が採択され、
120 以上の国と地域が「2050 年
カーボンニュートラル」を掲げて
いる。この世界共通の目標を実
現するためには巨額の資金が必要
だが、公的な資金支援だけでは不
十分だ。温室効果ガス排出ゼロ

（ネットゼロ）に向けて、途上国へ
民間資金が流れるように促してい
く必要がある。国際復興開発銀行

（IBRD）や国際開発協会（IDA）
などが環境整備や政策ツールを通
じて流れを促し、MIGA も従来の
投資の経験を生かして「グリーン
投資」の流れを作ってきた。
　加えて MIGA は、投融資を裏付
ける政策提言も行ってきた。保証
の手段だけでなく、どういう政策
を進めるかがネットゼロ実現に向

けて重要だ。融資と提言の両方を
通じて、各国政府をサポートして
いる。

――脱炭素化への機運は民間セク
ターでも非常に高まっていますね。
　象徴的な出来事として、昨年、
国連気候変動枠組条約第 26 回締
約 国 会 議（COP26） に 先 立 ち、
連合組織「ネットゼロのためのグ
ラスゴー金融同盟（GFANZ）」が
正式に発足した。賛同機関は世界
450 以上の金融機関で、資産総
額は 130 兆ドルに及ぶ。今後約
30 年で脱炭素投資に必要とされ
る 125 兆ドルの供給を目指してお
り、風力や太陽光発電、グリーン
水素などの普及に向けた 17 の投
資機会に関するロードマップも発
表した。世界の金融業界が一体と
なった枠組みとして大きなインパ
クトがある。

――コロナ禍が発生して以降の
MIGAの取り組み、また今後の方
針についてお聞かせください。
　新型コロナウイルスの感染拡大
でグローバルな投資が手控えられ、
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2020 年度の FDI は 42％減と大き
く落ち込んだ。MIGA は投資家を
呼び戻し、極度の貧困削減を持続
可能な手法で実現できるようサブ
サハラアフリカを中心に支援を強
化した。
　気候変動対策については、二酸
化炭素（CO2）を多く排出してい
る中進国への「気候ファイナンス」
を増やしている。2012 年以降、
再生可能エネルギーを中心とした
気候ファイナンス関連の案件は 44
件以上、総額 33 億ドル以上に上
る。気候ファイナンスが占める割
合は 2016 年度時点で７％だった
が、2021 年度は 26％に上昇した。
今後は平均 35％以上を目指してい
る。
　重要なのは、全てのプロジェク
トがパリ協定に準拠している点に
ある。2021 年に、途上国金融機
関向け保証案件は除いて 2023 年
までに新規案件の 85％をパリ協定
に準拠することにコミットした。
2025 年 ま で に 100 ％ に し て い
く。こうした取り組みは今後、世
銀や国際機関だけでなく民間機関
のファイナンスのモデルケースに
なっていくと思う。
　また、MIGA は今年、エジプト
で実施される COP27 で国別気候・
開発報告書（CCDRs）を発表する
予定だ。CCDRs は 2050 年ネッ
トゼロのために必要な資金や政策
を客観的に分析したレポートで、
世銀グループや他の開発機関、民
間投資家などに向けてロードマッ
プを示すことで、世界がネットゼ
ロに向けて前進できるよう促す。

――ミニグリッドやオフグリッドの
開発について教えてください。
　SDGs の７番目にエネルギーア
クセスがある。世銀などのサポー
トによって電力にアクセスできる
人口が増えているが、アフリカで
は電化の恩恵を受けていない人が
まだたくさんいる。そのような中、
技術の進歩によって、これまでで
きなかったことが可能になってい
る。大きな送電網ネットワークの
外にある村でも小さなソーラーパ
ネルや風車を立てるなどして電化
が実現し、デジタル化の恩恵を受
けられるようにもなってきている。
　新型コロナの影響でデジタル化
や医療の課題が浮き彫りになった
が、それらの課題を解決するため
にミニグリッド技術の普及を考え
ている。経済的リターンだけでな
く、社会や環境にもプラスの影響
をもたらす「インパクト投資家」
が増えており、政治的リスクの保
証と電力が届く仕組みを提供して
いく。
　また、災害が頻発する中、異常
気象に耐えられる「質の高いイン
フラ」投資の機運が高まっている。
CO2 が減っても途上国における気
候変動の影響は目に見えているた
め、あらゆる投資においてレジリ
エンス（耐久性）を高める視点を
踏まえることも重要である。

 ――途上国の債務が膨れ上がって
います。累積債務や世界の危機を
どう捉えていますか。
　累積債務に加え、コロナ禍と気
候変動という二重の危機が襲い、

さらに米国の金利が引き上げられ、
金融システムに大きな負荷がか
かっている。累積債務問題を解決
するためには、各国の借入状況を
把握し、透明性を高めていくこと
が重要だ。
　ウクライナ危機も、ウクライナ
や周辺地域へ大きな影響を及ぼし
ている。ロシアの侵攻後、世銀は
ウクライナへの支援をはじめ難民
や周辺地域への食料支援などを続
けている。最貧のサブサハラアフ
リカ地域も厳しい状況にあり、さ
らなるサポートが必要だ。

 ――日本企業へのメッセージを。
　コロナ禍や気候変動、累積債務
など日本企業にとってもカント
リーリスクが高まっている。一方、
ここ数年、日本は G20 で環境分野
の大きな方針を示すなど存在感が
高まっている。MIGA は日本企業
のパートナーであり、個別の案件
一回限りでなく、継続的にアフリ
カで事業を展開するサポートをし
ていきたい。リスクを保証するの
が MIGA の役割だ。ぜひ東京事務
所にいつでも相談してほしい。

日本企業のパートナーとして
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